
農林水産物・食品の輸出促進

農林水産省
輸出・国際局
輸出企画課



【令和６年度予算概算決定額 678（925）百万円】

＜対策のポイント＞
国内の生産基盤の強化や食料の安定供給体制の強化を図るため、海外の規制・ニーズに対応した生産・流通体系への転換を通じた大規模輸出産地の形
成等を支援するほか、GFPを活用した伴走支援、輸出人材の育成・確保等を支援します。また、品目等の課題に応じた取組支援を行います。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１. 大規模輸出産地モデル形成等支援（新規）
輸出産地の育成を通じて国内生産基盤の強化を図るため、都道府県等が主
導して、生産から流通・販売に至る関係者が一体となって輸出の推進体制を組
織化する取組を支援します。また、当該推進体制の下、海外の規制・ニーズに対
応するための生産・流通体系への転換に取り組む際の追加的なコストに対して輸
出が本格化するまでの間支援するなど、大規模輸出産地を形成するモデル的な
取組等を複数年にわたり総合的に支援します。

２. GFPを活用した伴走支援、輸出人材の育成・確保等支援
輸出産地等の裾野を広げ海外市場に繋げるため、GFP（農林水産物・食品
輸出プロジェクト）を活用した産地・事業者への輸出診断や商流構築など輸出熟
度や規模に応じた伴走支援等を実施するとともに、人材育成機関と連携した輸
出についての知見や輸出マインドを有する人材の育成や、関係省庁と連携した
人材マッチングによるニーズに合った輸出人材の確保等を実施します。

３. 品目等の課題に応じた取組支援
輸出リスクに対応した融資を円滑化するため、信用保証に係る保証料を支援し
ます。また、輸出拡大に向け、日本発の水産エコラベルの普及やJAS等の国際標
準化、加工食品に係る日本発の規格・認証を活用した輸出のための環境整備
等を支援します。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］輸出・国際局輸出支援課（03-6744-2398）
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2030年輸出５兆円目標の実現に向けた農林水産物・食品の輸出促進のうち

グローバル産地づくり推進事業

・ 大規模な有機農業への転換や
コスト低減のための新品種導入

・ 耕作放棄地を活用した輸出用
生産の拡大 等

連
携

地域関係者による推進体制の整備

経済連等
都道府県

物流会社

輸出商社

農協等

生産面や集荷・流通面の転換

・ 鮮度保持を確保した産地
直送型集荷方法の確立

・ 混載を前提とした集荷・流
通体系の構築  等

輸出支援
プラットフォーム

輸 出 産 地 一気通貫したサプライ
チェーンを構築

輸出先国 ・ 地 域

【大規模輸出産地モデル形成等支援】

輸出診断、伴走支援

（圃場の視察）

【輸出産地等の裾野を広げるための伴走支援、輸出人材の育成・確保等支援】

人材育成等

(研修でのグループディスカッション)

GFP交流イベント

(GFP超会議の様子)

（令和５年度補正予算額 7,403 百万円)



農林水産物・食品輸出プロジェクト（GFP)の取組

○GFP（ジー・エフ・ピー）は、 Global Farmers / Fishermen / Foresters / Food Manufacturers

Projectの略称。農林水産省が推進する日本の農林水産物・食品の輸出プロジェクト。
○平成30年8月31日に農林水産物・食品の輸出を意欲的に取り組もうとする生産者・事業者等の

サポートと連携を図る「GFPコミュニティサイト」を立ち上げ。

○当該サイトに登録した者を対象に、農林水産省がジェトロ、輸出の専門家とともに産地に直接出向いて
輸出の可能性を無料で診断する「輸出診断」を平成30年10月から開始。

0

GFPの登録状況（8月末時点）

GFP登録者数

輸出診断申込状況

○農林漁業者・食品事業者へのサービス

・専門家による無料の輸出診断

・GFPコミュニティサイトで事業者同士が直接マッチング

・GFPビジネスパートナーの紹介等による支援

・輸出のための産地づくりの計画策定の支援

・メンバー同士の交流イベントの参加

・規制情報等の輸出に関連する情報の提供

・セミナー等を通じたGFP登録者の優良事例の共有

・過去のセミナー動画のアーカイブ化による輸出ノウハウの提供

○輸出商社・バイヤー・物流企業へのサービス

・GFPコミュニティサイトで事業者同士が直接マッチング

・GFPビジネスパートナーの紹介等による支援

・メンバー同士の交流イベントの参加

・規制情報等の輸出に関連する情報の提供

・セミナー等を通じたGFP登録者の優良事例の共有

・過去のセミナー動画のアーカイブ化による輸出ノウハウの提供

GFP登録者へのサービス提供

区分 登録者数

農林水産物食品事業者 4,478

流通事業者、物流事業者 3,685

合計 8,163

区分

輸出診断申込数 1,607

うち訪問診断希望者 1,188

訪問診断完了数 701







2030年輸出５兆円目標の実現に向けた農林水産物・食品の輸出促進のうち

マーケットイン輸出ビジネス拡大支援事業

＜対策のポイント＞
輸出額目標の実現に向けて、品目団体によるオールジャパンでの輸出力強化、JETROによる輸出事業者サポート、JFOODOによる現地消費者向け戦略的
プロモーション、日本食・食文化の普及を担う人材の育成等の取組を支援します。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．品目団体輸出力強化支援事業 847(907)百万円
改正輸出促進法に基づき認定された農林水産物・食品輸出促進団体（いわゆる 

品目団体）等が行う業界全体の輸出力強化に向けた取組を支援します。

２．戦略的輸出拡大サポート事業  1,383(1,169)百万円
① JETROによる海外見本市への出展、国内事業者と海外現地の卸業者、小売店、 
レストラン等との商談会を通じた新規商流の構築及び現地商流の拡大の取組、さらに
は専門家による相談対応や伴走型支援等の事業者サポートの取組を支援します。

② JFOODOによる現地事情を踏まえたマーケティング戦略に基づく品目団体等と連携し
た海外消費者向けプロモーション、輸出とインバウンド観光を相乗的に拡大するための
食文化の発信の強化等の取組を支援します。

③ 民間等による新規性・先進性ある分野・テーマの海外販路開拓の取組を支援します。

３．輸出に取り組む優良事業者表彰事業                                   ８(8)百万円
輸出に取り組む優れた事業者の表彰を行い、取組を広く紹介します。

４．日本食・食文化の魅力発信による日本産品海外需要拡大事業等  
 202(266)百万円

① 海外における日本食・食文化の普及を担う料理人の育成や日本産食材サポーター
店等の拡大等を推進します。

② 日本食・食文化に関する食体験コンテンツの磨き上げ等を支援します。

＜事業の流れ＞

国

JETRO

（2③の事業）

（3、4①の事業の一部）

【令和６年度予算概算決定額 2,440（2,360）百万円】

（令和５年度補正予算額  6,000百万円）

［お問い合わせ先］
（１、２、４①の事業）輸出・国際局輸出企画課・・                  （03-3502-3408）
（３の事業） ・輸出支援課・・                      （03-6744-7172）
（４②の事業）      大臣官房新事業・食品産業部外食・食文化課（03-6744-2012）（4①の事業の一部、②の事業）
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JETRO 民間団体等定額、1/2以内
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海外料理人への日本料理研修海外見本市への出展 現地小売店での日本産品の
店頭プロモーション

日本食・食文化の普及戦略的輸出拡大サポート（JETRO・JFOODO）

品目団体による輸出力強化の取組

包材の規格化（イメージ） 現地シェフ等向けセミナー腐敗防止のための洗浄方法の実証



• JETROでは、（１）輸出セミナーの開催、制度・マーケット情報の提供、相談対応等の輸出事業者等サポート、
（２）海外見本市への出展支援、国内・海外での商談会開催によるビジネスマッチング支援等、
輸出促進に取り組む国内事業者への総合的な支援を実施。

• JFOODOでは、日本産の農林水産物・食品のブランド力を高めて輸出拡大に貢献していくため、海外市場分析に
基づく現地での戦略的プロモーションを実施。

JETRO・JFOODOの取組概要

1. 輸出セミナーの開催
 ・商談スキルセミナー
・品目別セミナー
・海外マーケットセミナー

2. 制度・マーケット情報の提供
 ・品目別輸入制度調査
 ・海外有望市場商流調査

３.相談対応
 ・農林水産物・食品輸出相談窓口
 ・海外コーディネーター(海外在住の専門家）
 による輸出支援相談

1. 海外コーディネーターによる新規
バイヤーの開拓

2. 日本産食材サポーター店等と連
携したプロモーション

3. Japan Street
 ・BtoBプラットフォーム（電子カタログサイト）

４. Japan Mall
 ・海外主要ECサイトでの買取販売支援

輸出事業者等サポート

JFOODOによる
戦略的プロモーション
対象品目
  和牛、水産物、日本茶、
  コメ、日本酒、本格焼酎、品目横断

日本産農林水産物・食品の
ブランディング

ビジネスマッチング支援

海外市場の開拓

1. 海外見本市出展支援
JETROが主催・参加する海外見本市の
ジャパン・パビリオンへの出展をサポート

2. 国内・海外商談会
・国内・海外商談会
（世界各国の優良バイヤーとの商談会や、

国内商社とのマッチング）
・常時オンライン商談
（随時海外バイヤーと商談アレンジ）

3. 食品サンプルショールーム設置
海外主要都市のジェトロ事務所等にショールーム
を設置し、バイヤーに新商品を提案

4. 専門家（輸出プロモーター）に
よる個別支援

輸出に熱意があり有望な商品を持つ企業を
専門家が一貫サポ―ト



制度・マーケット情報の提供

農林水産物・食品の輸出支援ポータル

https://www.jetro.go.jp/agriportal.html

輸出セミナーの開催

輸出先各国の制度及び市場情報等
について調査し、JETROポータルサイ
トで情報を提供。

輸出を目指す事業者を対象とした
、商談スキル向上、最新の海外マ
ーケットやトレンド、品目別での輸
出先国の規制や輸出を進めるため
のポイント等、テーマ・内容に応じた
輸出セミナーを開催。

相談対応

JETROが海外に配置する農林水
産物・食品分野の専門家（海外コ
ーディネーター）が、Eメール相談、ブ
リーフィングを無料で実施。

■海外コーディネーターによる
   輸出支援相談

■農林水産物・食品輸出相談窓口

輸出を目指す事業者が気軽に
相談可能な「農林水産物・食品
輸出相談窓口」を国内・海外に
設置。

・ 輸出セミナーの開催、制度・マーケット情報の提供、相談対応等を実施。

JETROによる農林水産物・食品の輸出促進の取組 輸出事業者等サポート

https://www.jetro.go.jp/agriportal.html


JETROによる農林水産物・食品の輸出促進の取組 ビジネスマッチング支援等

• 海外見本市への出展支援、国内・海外での商談会開催、食品サンプルショールーム設置等によるビジネスマッチング
支援、日本産食材等の需要喚起のためのプロモーション等を実施。

海外見本市出展・商談会開催

JETROが主催・参加する海外見本市のジャパン・パビリオンへの
出展サポート（出展企業・団体を公募）※ や、商社やバイヤー
を招聘した商談会を実施。
※一部出展経費をジェトロが補助（見本市により補助対象・補助率が異なります）

日本産食材サポーター店等と連携したプロモーション

海外で日本産食材を積極的に使用している日本産食材サポ
ーター店（飲食・小売店）等と連携し、重点品目の販路拡大に
向けた日本産食材等のプロモーションを実施。

食品サンプルショールーム設置

JETROの海外事務所等に、現地バイヤー等が随時閲覧・
試食等可能な食品サンプルショールームを通年もしくはスポッ
トで設置。現地バイヤーとの商談機会を提供。

輸出プロモーターによる個別支援

農林水産物・食品分野の専門家が、国内事業者の製品や
会社の状況にあわせて戦略を策定し、マーケット・バイヤー情
報の収集や海外見本市の随行、商談の立会い、契約締結ま
でを一貫してサポート。 



• 農林水産業・地域の活力創造プラン（平成28年11月改訂）を踏まえ、平成29年4月に日本食品海外プロモー
ションセンター（JFOODO ジェイフードー）をJETRO内に創設。

• SNSや動画等のデジタル広告、PRイベントの開催等現地でのプロモーションを実施。

日本食品海外プロモーションセンター（JFOODO）の概要

組
織
体
制

動画コンテンツ制作

プロモーションコンセプトを訴求するため
の動画コンテンツを制作し、SNSでの発
信やインフルエンサー等による拡散を実
施。各国での認知向上、興味・関心の
喚起を行う。

コンセプト訴求動画
（和牛・米国）

現地飲食店・小売店と連携したキャン
ペーンを展開。各国の歳時等とも連動
させ、参加意欲を高めるとともに、おすす
めの料理や食べ方を訴求し、購入意欲
を喚起する。

現地飲食店のシェフ等を対象としたセミ
ナー・ワークショップを開催。日本産食材
の魅力を発信し、取扱い意向の向上に
努める。

米国の高級和食店のオーナー
やシェフ・スタッフを対象とした

日本茶のセミナー

香港のシェフを対象とした
日本産米のワークショップ

PRイベント・キャンペーン 事業者向けセミナー・ワークショップ

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
内
容

【センター長】 小林栄三（伊藤忠商事株式会社前会長・現名誉理事）

【執行役】 中山  勇 プロモーション担当執行役（COO）

北川浩伸 経営管理/広報・渉外担当執行役（CAO）

【スタッフ】 本部：44名（センター長、執行役含む）

海外駐在員：６名（ロンドン、パリ、香港、シンガポール、LA）

ほか、海外（7箇所）にフィールドマーケターを配置  ＜2024年2月1日現在＞

日本開運魚
（水産物・香港）

香港における日本産水産物の
小売店向けキャンペーン

中国における日本酒の
メディア向けPRイベント
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＜攣
農林水産物・食品の輸出で、

困ってること、ありませんか？
あんな質問、こんな相談、お答えします、 一 緒に考えます。

ヨ ー ロッパでの

流通ルー ト開拓、

アドバイス

もらえますか？

⑦
相手先から輸出品の

産地証明を求められ

ました。

取得方法は？

翠
放射性物質の

規制は、 各国で

どうなって

いるの？

鳳

� 
そもそも輸出には、

どれくらいの書類と

期間が必要なの？

マカオのレストランが

日本食材を輸入したい

とのこと。

必要な手続きは？
◎

累

最高級の檜を輸出したい！

どこの国がおすすめですか？

晶

JETRQ

輸出のあれこれ

相談所

現地で証明書のハンコの印影が

違うと言われ、 通関できず困った！

� 

． 

日本政府の支援策の

ぜんぶ、 どこで

詳しく見ることが

できますか？

イスラム圏に

輸出したいので、

ハラ ールについて

教えてほしい！

米国にかまぼこの輸出を

検討しています。

どんな準備が必要ですか？

i

 

C9
アジアでの

国際見本市の

予定、 教えて

ください！

謬．．
G 

JETRO(ジエトロ：日本貿易振興機構）は、

皆さまに
“

無料
”

でこ利用いただける農林水産物・食品の輸出相談窓口を全国各地に設けています。

例えは輸出先国の各種規制・制度、書類手続き方法、各種支援事業、輸出先国のマ ー ケット情報など、

輸出についてのさまざまなお問い合わせ•こ相談に、せひこ活用ください！



． 

JETRO
輸出のあれこれ お問い合わせ•こ相談はお気軽に！何度こ利用されても “ 無料 ” です！！

相談所

ジェトロ（日本貿易振興機構） ジェトロ本部 03-3582-5646

ジェト口浜松 053-450-1021

ジェト口新潟 025-284-6991

ジェト口富山 076-444-7901

ジェト口金沢 076-268-9601

ジェト口福井 0776-33-1661 

ジェト口岐阜 058-271-4910

ジェトロ名古屋 052-589-6210

ジェトロ三重 059-228-2647

ジェトロ和歌山　 073-425-7300

ジェト口滋賀 0749- 21-2450 

ジェトロ大阪本部 06-4705-8606

ジェト口京都 075-341-1021

ジェト口神戸 078-231-3081

ジェト口鳥取 　0857-52-4335 

ジェト口松江　 0852-27-3121 

ジェトロ山口 083-231-5022

ジェトロ徳島 088-657-6130

ジェト口香川 087-851-9407

ジェト口愛媛 089-952-0015

ジェト口高知 088-823-1320

ジェト口福岡 092-471-5635

ジェトロ北九州 093-541-6577

ジェトロ佐賀 0952-28-9220 

ジェトロ長崎　 095-823-7704

ジェト口熊本 096-354-4211 

ジェトロ大分 097-513-1868 

ジェト口宮崎 0985-61-4260 

ジェトロ鹿児島 099-226-9156 

ジェト口沖縄　098-859-7002

ジェトロ北海道 011-261-7434

ジェトロ青森 017-734-2575

ジェト口盛岡 019-651-2359

ジェト口仙台 022-223-7484

ジェト口秋田 018-865-8062

ジェトロ山形 023-622-8225

ジェト口福島 024-947-9800

ジェトロ関東 03-3582-4953

ジェト口茨城 029-300-2337

ジェトロ群馬 027-310-5205

ジェト口栃木 028-670-2366

ジェトロ千葉 043-271-4100

ジェトロ横浜 045-222-3901

ジェトロ山梨 055-220-2324

ジェトロ長野 026-227-6080

ジェト口諏訪　 0266-52-3442

•酒類の輸出についても、国税局 ・ 税務署および上記窓口において相談を受け付けております。

•新輸出大国コンソ ー シアムの専門家が、海外展開を目指す中堅 ・ 中小企業の方を支援します。
詳細はお近くのジェトロ事務所にお問い合わせください。新輸出大国コンソ ー シアムホットライン 0120-95-3375

]RTRO 

ジェト口静岡 054-352-8643

ジェトロ広島 082-535-2511

ジェトロ岡山 086-224-0853

電話I平日9時~ 12時/13時~ 17時（祝祭日 ・ 年末年始を除く）

0742-23-7550ジェト口奈良 



農林水産物・食品

輸出支援プラットフォームの概要

令和６年１月

ウェブ公表資料



輸出先国・地域における包括的・専門的・継続的な支援体制の強化

○ 輸出支援プラットフォームは、「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」に基づき、マーケットイン・マーケット
メイクの輸出を進めるため、輸出先国・地域において輸出事業者を包括的・専門的・継続的に支援するため
設立。都道府県、品目団体等との連携も強化。
在外公館、ＪＥＴＲＯ海外事務所、ＪＦＯＯＤＯ海外駐在員が主な構成員。

○ 2022年４月の米国をはじめとして、ＥＵ、タイ等の８カ国・地域（14拠点）において立ち上げ済。
今後マレーシア及びUAEにも設置予定。

○ プラットフォーム設置国・地域

米国

シンガポール

タイ

EU

ベトナム
香港

台湾

中国

設置国・地域 事務局設置都市

米国

ロサンゼルス

ニューヨーク

ヒューストン

タイ バンコク

シンガポール シンガポール

EU
パリ

ブリュッセル

ベトナム ホーチミン

香港 香港

中国

北京

上海

広州

成都

台湾 台北

UAE ドバイ（候補）

マレーシア クアラルンプール（候補）

マレーシアUAE

・・・立ち上げ済
・・・立上げ予定



在外公館 JFOODO海外代表

JETRO海外事務所

密接に連携

農林水産省 輸出・国際局

プラットフォーム（輸出先国・地域における公的支援）

輸出支援プラットフォーム（PF）のイメージ

継続的・専門的
に支援

支援

継続性の確保

ローカルスタッフ
により長期的な
取組や人脈構
築を実施

専門性の確保

専門人材の登
用促進や人材
育成を強化

連携の確保

関係部局が共
同して輸出拡
大のための調
査を実施

地域の主体性
の確保

地域の実態に
即した活動を
積極的に実施

我が国への還元

• 国内品目団体へのトレンド
情報提供

• 新規規制情報を政府間
協議に反映

• GFPと連携したPRイベント
の開催

• 効果的PR実施のための
助言の提供

ネットワーク構築

ローカルスタッフ

• 現地法人
• 現地食品事業者
• 現地レストラン 等

PF協議会

• 将来的な協議会への参加に関心
を有する関係者 等

外務省、経産省、国税庁等の関係省庁

現地主体の活動に対する
現地法人・レストラン等のニーズを踏まえた現地発支援

品目団体、GFP＊、地方公共団体等

連携・情報共有

互いに
密接に連携

*GFP：農林水産物・食品輸出プロジェクト

JETRO、JFOODO



オールジャパンでのプロモーション活動への支援

輸出支援プラットフォームの活動

事業者や地方公共団体からの様々な相談対応
及び現地発の情報発信

新たな商流の開拓 現地事業者との連携の強化

窓口に寄せられる様々な相談に対応するほか、市場・規
制の全体像や変化など、現地発の有益な情報を「カントリ
ーレポート」として輸出支援PFウェブページ等で公表。

現地発の戦略の下、現地パートナーと連携しつつ、日本
産同士の競合とならない新たな商流を開拓。

現地の流通に精通する日系・非日系の現地事業者と
の連携を強化し、商流構築や日本食普及を推進。

「都道府県・輸出支援プラットフォーム連携フォーラム」等で
都道府県の意向を把握した上で、オールジャパンでのプロモー
ションのための体制構築や都道府県の伴走支援等を実施。

「THAIFEX」のジェトロパビリオンにおいて、地方銀行
等と連携し、地域商品を紹介する地方銀行コーナーを
設置 (タイ)

品目団体や現地事業者と連携して、食の大型展示
イベントで日本産米のプロモーションを実施（香港）

カントリーレポートの公表に際し、ウェビ
ナーやメルマガを通じて広く周知

国税庁とも連携の上、地方公共団体が参加可能な
日本産ワインイベントを企画し都道府県を伴走支援
（シンガポール）

バンコク都内150店、地方87店の地元飲食店と連
携し、「本物の［Made in Japan］を味わおう！」
キャンペーンを実施（タイ）これまで接点のなかった米軍施設内でテストショップを

開店（米国）

ラグビーW杯・フランス大会開催の機会を捉え、日本
産農林水産物・食品のPRイベントを開催
（フランス）

現地最大級の食品見本市にジャパンパビリオンを設
置、日本の事業者70社以上の食品を出品し、現地
バイヤーとの商談をアレンジ（ベトナム）

海外でのプロモーションを
効果的にするにはどうしたら？

現地の規制につき困っている

PF協議会に参加したい

各プラットフォームに相談窓口を設置し、
様々な相談を受付（連絡先は後述）



事業者や地方公共団体から寄せられる相談対応

【活動例1】 タイにおける「輸入規制目安箱」の設置

タイPFウェブ
ページ

政府間協議において新規規制に関する協力を要請

○ 2022年８月、タイ輸出支援PFは、タイ側輸入規制に関し、現地輸入事業者等から
「解決を望む案件」に関する相談を受け付ける常設窓口を設置。

○相談は、タイ食品医薬品局（FDA）への問合せが必要となるものも。問合せは専門的
なタイ語でのやりとりとなるため、相談窓口を活用するメリットは大。

○例えば、2022年６月に現地官報に掲載された遺伝子組換生物由来の食品の取扱・
表示に関する新規規制についてタイPFから周知し、事業者から問合せを多数受付。

○ タイPFでは、関連文書の翻訳やFDAへの問合せを行い、解説資料を発出。
○ さらに、我が国農林水産省とタイFDAとの政府間協議を実施し、当該告示に適切に
対応するための協力を外交ルートで申し入れ、対話が継続。

○ FDAの協力を得て、FDA担当官を説明者とする事業者向け説明会を実施。

FDA担当官を招いた
説明会での新情報に
ついてタイPFウェブ
ページで解説

（2023年2月14日付
バンコク発ビジネス短信）

https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/th.html
https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/th.html


【活動例2】 ベトナム当局との協議を通じた問題解決

○ 2022年６月、日本の輸出事業者より、ホーチミン及びハノイの現地税関担当に対して、
CPTPPに基づく特恵関税を受けるために必要となる原産地証明書を提出した際、先方
より、指定の様式とは異なるため、特恵関税を否認されているとの問い合わせ。

○ ベトナム輸出支援PFの構成員である在ベトナム日本国大使館は、ベトナム財政省関税
局に対して、CPTPPの規定に基づき、原産地証明書は所定の様式に従う必要がない
ことを指摘しつつ、ベトナム国内の地方税関への周知を行うよう要請。

○ 協議の結果、先方は日本側主張を認めるとともに、同様の事例が発生しないよう、全
国の税関に周知レターを発出したことを伝える書簡を受領。今後、同様の問題が発生
した場合、当該書簡を税関の担当に示してもらえば税関総局が対応すると回答。

ベトナムPF
ウェブページ

○ 香港輸出支援PFと品目団体が連携し、香港で県別フェアの実績がある
ケーキショップにて、複数の産地を組み合わせた長期間のジャパンフェアを
実現。

○ 他にも、都道府県の要望に応じ、バイヤーとの商談会や一般消費者向け
試食会を開催。

香港PF
ウェブページ

事業者や地方公共団体から寄せられる相談対応

【活動例3】 品目団体と連携した香港における都道府県との連携案件の組成

https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/vn.html
https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/vn.html
https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/hk.html
https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/hk.html


現地発の情報発信（カントリーレポートの作成等）

【活動例4】 全体レポート
国・地域ごとに、農林水産物・食品に関する
市場や規制の全体像をとりまとめ。「まずはこれ
を読む」ため作られた入門編レポート。

[構成]（ベトナムの例）
1. 市場概況
2. 輸入動向
3. 流通構造
4. 日本食品の取扱事業者
5. 法規

【活動例5】 品目別レポート
国・地域ごとに、特定の品目に関する市場
や規制情報のほか、現地事業者の声等をとり
まとめた詳細かつ実践的なレポートを作成。

[構成] （香港向けアルコール飲料の例）

1. 市場動向
2. 輸入規制、輸入手続き
3. 現地事業者の評価、要望等

香港向けアルコール
飲料レポート抜粋

ベトナム全体レポート抜粋

ベトナムPF
ウェブページ

香港PF
ウェブページ

https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/vn.html
https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/vn.html
https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/hk.html
https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/hk.html


新たな商流の開拓

【活動例7】ラグビーワールドカップ・フランス大会における日本食PR

○ 2022年、ロサンゼルス市内の軍施設に、日本産食品を扱うテストショッ
プ（TOMODACHI Shop）を開店。このショップを梃子に、全米各地
の軍施設への展開を目指す。

○ 取扱商品は菓子、飲料、インスタントラーメン、コメ、冷凍弁当等。

○ 米国における軍事関係者は社会的ステータスが高く、健康意識も高いた
め、日本産食材の米国内での普及に当たり不可欠なグループ。ローカロ
リー商品等に高い関心が得られた一方、時間的制約の多い軍事関係者
は手軽に食べられるカップ麺を重宝する傾向も。

○ 2023年9月、ラグビーワールドカップ・フランス大会開催の機会を捉え、フランス南
部トゥールーズ市（日本代表チームのキャンプ地）で日本産農林水産物・食品の
PRイベントを開催。

【活動例6】 米国軍施設でのテスト販売によるミリタリー市場開拓

米国PFウェブページ

EU-PFウェブページ

○ 青森県産ホタテ貝や愛媛県産ブリ、国産の海藻サラダなど日本産水産をはじめとす
る日本産農林水産物・食品について、フランス市場への浸透を図った。

○ ２日間で約700人の来場があり、『どの食材も洗練されており、本当に美味しい』、
『日本産品は信頼があるので、安心して食べられる』等の反応があった。

https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/us.html
https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/eu.html


オールジャパンでのプロモーション活動

○ 2023年２月、シンガポールにおいて国税庁や都道府県と協力し日本産ワインのイ
ベントを実施。流通・飲食事業者を対象に、多様な日本産ワインの試飲を通じて、
認知度を向上させるとともにシンガポール人の嗜好にあったワインの探索、求め
られる価格帯を調査

○ 協力団体 ：日本大使館、JETROシンガポール、JFOODOシンガポール、国税庁
JETRO国内事務所、北海道、静岡県、長野県、岡山県、高知県

○ 参加人数：食品事業者等約１００人

【活動例8】シンガポールでの「日本産ワイン認知度向上イベント」

<関係省庁や都道府県と連携するメリット>
○ PFが実施するワインプロモーションと国税庁が実施する日本酒等の日本産酒類プロモーションの
日程を合わせるとともに、会場を隣同士にすることで、費用が節約

○ 参加者が両方のイベントを行き来する相乗効果
○ 複数の都道府県で実施することで、商品のバリエーショを強化
○ 地域による違いを楽しんでもらうと同時に、「オールジャパン」としてアピール

20～40ドル

妥当だと考える価格帯

40～60ドル

1シンガポールドル＝約100円 (2023.4時点)

シンガポールPF
ウェブページ

https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/sg.html
https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/sg.html


輸出支援プラットフォーム（PF）のウェブページについて

PFの紹介

PFの
設置拠点

カントリー
レポート

海外事務所
のコンタクト先

国・地域別の
ページへリンク

https://www.jetro.go.jp/agriportal/platform/
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